
補償休日労働労使協定事務取扱要領 
（平成２５年２月２８日国海運第１６０号の３） 

改正：（平成３０年８月３１日国海員第２５７号の３） 
改正：（令和４年３月３０日国海員第４１０号） 

最終改正：（令和５年３年１３日国海員第３７６号） 
 

１．通則 
地方運輸局長が行う船員法（昭和２２年法律第１００号）及び船員法施行規則（昭和

２２年運輸省令第２３号。以下「規則」という。）に関する事務のうち、補償休日の労働

に関する協定の届出の受理については、この要領に定めるところによる。 
 

２．事務取扱庁 
この要領に定める事務は、船舶所有者の主たる船員の労務管理の事務を行う事務所の

所在地の所轄地方運輸局の事務所（本局、運輸支局及び海事事務所をいう。以下、「所轄

地方運輸局等」という。）において行う。 
 
３．審査 
  協定の届出があったときは、次の事項に留意して審査しなければならない。 
（１）次に掲げる提出書類及び提示書類がそろっていること。 
  イ 規則第１６号の４書式による届出書（以下「補償休日届出書」という。）２通 

ロ 補償休日の労働に関する協定書（以下「補償休日協定書」という。）２通 
  ハ 船員の過半数で組織する労働組合がない場合にあっては、代表者選任の同意書又

は委任状（提示） 
（２）補償休日届出書については、労働組合加入者数欄に記載された数が使用する船員数

欄に記載された数の半数以上であること。 
（３）補償休日協定書については、次の事項を確かめること。 

イ 船舶単位で作成されていること。ただし、複数の船舶で同じ協定内容となる場合

は、会社単位で一つにとりまとめてあってもよいこととする。 
  ロ 規則第４２条の１０第２項各号に掲げる事項について、別添１作成要領にならい、

すべて適切に記載されていること。なお、「対象となる船員の職務及び員数」欄には、

協定書の対象となる船舶の概要（船名、船種及びトン数）が記載されていること。 
  ハ 補償休日労働の日数が基準労働期間について、１週間において１日与えられる休

日であって補償休日以外のものの日数及び補償休日の日数を合計した日数の３分の

１以内であること。 
  二 協定書の有効期限は、３年以内であること。 
（４）審査に際し、（３）の内容が担保されていない場合は、届出を受理せず、必要な是正

指導を行うこと。 
 
４．受理及び事務処理 
  ３による審査の結果、受理して差し支えないと認めたときは、次により措置しなけれ

ばならない。 
（１）補償休日届出書の余白に２号官庁印を押印すること。また、補償休日協定書の余白

に、次の文例を記載し、２号官庁印を押すこと。なお、補償休日協定書が英語で記載

されていない場合は、英文を併記することを要しない。 
 



 
「本労使協定は受理したものである。  

   This agreement was submitted in accordance  
with Article 65 of the Mariners Act.           」 
 

（２）補償休日届出書及び補償休日協定書については、それぞれ１部ずつ届出者に返却す

ること。また、当該協定書の写しを船内及び船員の労務管理の事務を行う事務所内に

掲示し、又は備え置くよう指導すること。 
（３）補償休日労働労使協定受理記録簿（第１号様式）に記載すること。 
（４）補償休日届出書及び補償休日協定書を受理した所轄地方運輸局等において、協定期

間経過後３年間保存すること。 
 
５．協定の変更及び更新 
（１）協定の変更の届出があったときは、３．（１）に加え、変更事項の新旧を記載した書

類２通を提出させ、３．及び４．に準じて審査、事務処理を行うものとする。なお、

一時的な海員の職務別の員数等補償休日労働及び船員の過半数要件に影響を与えない

ものについては、変更届出は不要とする。 
（２）協定の更新の届出があったときは、更新前の補償休日協定書の写し１通及び更新す

る旨の協定書（別添２記載例）２通を提出させ、４．に準じて、事務処理を行うもの

とする。 
 
６．その他 
（１）運輸支局及び海事事務所に届出があった場合は、３．（１）イ及びロ又は５．の書類

の写しを提出させ、これらの書類を本局へ送付すること。 
（２）届出者が船内又は船員の労務管理の事務を行う事務所に掲示するため、３．（１）ロ

又は５．の提出部数を超えて補償休日協定書又は更新する旨の協定書の届出があった

場合は、４．（１）に準じて処理するとともに、所轄地方運輸局等において保存する補

償休日届出書の余白に当該協定書部数を記載すること。 
（３）届出者より郵送等による手続きを希望する旨の申し出があった場合は、届出者の負

担により確実に送達可能な手段が用いられるか事前に協議の上手続きを行うこと。 

２号 
官庁印 



別添１ 
 

補償休日の労働に関する労使協定書作成要領 

 
 
１．労使協定は、船舶単位で作成するのが基本ですが、複数の船舶で同じ協定内容となる

場合は、会社単位で一つにとりまとめることもできます。 
 
２．補償休日の労働に関する労使協定書を作成するにあたっては、この作成要領及び別紙

記載例を参考にしてください。 
 
３．別紙記載例の『補償休日の労働をさせる必要がある具体的事由』欄には、補償休日労

働を行わせることの必要性について、できるだけ詳細に記載してください。一時的な要

因（「冬期の石油需要の増大による運航回数の増加」等）により補償休日労働をさせる場

合には、その旨記載してください。 
   
４．別紙記載例の『対象となる船員の職務及び員数』欄には、対象となる船員の具体的な

職務及び員数並びに対象となる船舶の概要（船名、船種及びトン数）を記載してくださ

い。 
労使協定書の船員数は船舶の乗組み定員を記載してください。（なお、届出書の「１ 使

用する船員数」欄及び「２ 労働組合加入者数等」欄については、予備船員を含めた船員

数を記載してください。） 
  対象船舶が多い場合は、別添としても構いません。 

また、「別添の就業規則の定員表の定めるところによる」と記載し、就業規則の定員表

の写しを添付しても構いません。 
 

５．別紙記載例の『作業の種類』欄には、航海当直作業、入出港作業、荷役作業、保守整

備作業、事務作業等の作業をできるだけ具体的に記載してください。 
 
６．別紙記載例の『労働をさせることができる補償休日の日数の限度』には、補償休日労

働を行わせることが予想される日数を記載してください。 
なお、当該日数は、基準労働期間について、１週間において１日与えられる休日であ

って補償休日以外のものの日数及び補償休日の日数を合計した３分の１を超えてはいけ

ません。 
 

７．別紙記載例の『４の期間及び時間数を遵守させるための措置』欄には、４．の限度を

担保するためのできるだけ実効性のある措置を記入してください。 
 

８．別紙記載例の『協定書の有効期限』は、最長で３年以内としてください。 



別紙 

（記載例） 

 

補償休日の労働に関する労使協定書 
 
使用者：              と船員代表者：             は、 
船員法第６５条に規定する補償休日の労働に関し、次のとおり協定する。 

 
１．補償休日の労働をさせる必要がある具体的事由 
  ・荒天による運航スケジュールの遅れ 
  ・運航スケジュールの変更 
   
２．対象となる船員の職務及び員数 

国土丸（一般貨物船、総トン数699G/T） 
・船長１名 
・機関長１名 
・甲板部職員３名、甲板部部員２名 
・機関部職員１名、機関部部員１名 

 
３．作業の種類 
  ・航海当直作業、航海当直の交代作業、入出港作業、荷役作業、保守整備作業、事務

作業等通常の運航作業 
  ・防火操練、救命艇操練その他これらに類似する作業 
  ・船長にあっては、上記の他船舶の運航管理及び船員の労務管理に関する業務 
 
４．労働をさせることができる補償休日の日数の限度 
  ・基準労働期間内について、１週間において１日与えられる休日であって補償休日以

外のものの日数及び補償休日の日数を合計した３分の１を限度とする。 
 
５．４の期間及び時間数を遵守するための措置 
  ・必要な予備船員を確保する。 
  ・労務管理責任者に毎日の労働時間の状況を把握させることにより、労働時間を適切

に管理させる。 
 
６．協定書の有効期限 
  ・成立の日から３年とする。 
 
協定の成立年月日        年  月  日 
 
                使 用 者 ：                           

 
                船員代表者 ：                          

  



別添２ 

（記載例） 

 

補償休日の労働に関する労使協定書 
 
使用者：              と船員代表者：             は、 
船員法第６５条に規定する補償休日の労働に関し、次のとおり協定する。 

 
 
１．協定書の有効期限 

・別添する協定書の６．協定書の有効期限を、本協定の成立の日から３年とする。 
 
協定の成立年月日        年  月  日 
 
                使 用 者 ：                           

 
                船員代表者 ：                          

 

 



第１号様式 
 

補償休日労働労使協定受理記録簿（  年分） 
 
 
番号 届出年月日 船舶所有者名 船  名 備  考 

     
     
 


